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　５月20日（土）Ｓ会場　午後3 :30～5 :00
I Sp－ 1 女性の経済的自立意識と実態に関する分析

日大習志野高　小谷教子

　【目的】経済力を持つということは、依存と独立という面において男女を問わずその人

の人生にとって大きな意味を持つ。既婚女性にとって「自分の収入があった」あるいは

「現在、自分の収入がある」･ということが、どのような意味を持ち、経済的自立や自立意

識とどのような関わりをもっているのかを明らかにしたい。そこで本研究では既婚女性の

経済的自立の実像を、年収面からの経済的自立の実態・家庭内における妻の経済的地位・

経済的自立意識の３つの側面より、２つの学卒集団を比較しながら考察する。

　【方法】〈第１次調査>1993年B月、構造化された調査用紙を用いてのアンケート調査を

実施。郵送法にて配布・回収。対象者：千葉市内の２つの高校卒業者（昭和49～51年卒業

の30代後半女性）。項目：学歴、職歴、経済的自立規範、経済意識、生活意識。く第２次調

査>1994年秋、第１次調査回答者の中から学歴x職歴パターンのサンプルを抽出し、詳細な

聞き取り調査を実施。項目：生育歴、職歴、夫婦の勢力関係。

　【分析結果] ①出身高校は学歴やその後の家族経歴、職業経歴や階層を規定する要因と

なっている。②「結婚後も経済的に自立すべき」という経済的自立規範は3／4の支持を

得ている。しかし、実際に自立できていると評価している者は３割。税制上の被扶養者限

度額を超えている者の割合も３割。意識と実態にはかなりのギャヅプがある。③妻の経済

的地位は世帯年収と個人年収に規定される。④主体的に経済的自立をはかろうとする生き

方を選択しているのは約^割、ほとんどが高学歴層の既婚継続型の女性である。

lSp-2 　　妻の就労形態別生涯生計費研究

静岡大学教育　　○田崎　裕美

　(第１報)

村尾　勇之

1.目的　　本研究の目的は、21世紀に向けて人生設計の経済的基盤となる生涯生計費につ

いて、妻の就労形態別に明らかにするととにある。また、家庭内労働を金銭的に評価し、

それを含めた新しい生計費概念を理論仮説として、生命再生産に要する費用が女性の就労

形態によって、どのように異なるかを試算したが、本報では第1報として妻の就労形態別

にみた生涯生計費について報告する。

　２、方法　本研究の方法は以下の手順に従った。まず、本研究室および行政機関、民間各

研究機関における生涯生計費に関する先行研究の成果をまとめ、残され､た理論的諸課題を

明らかにした。次に、妻の就業形態を基本に、モデル世帯のライフコースを学歴別・定年

後の就労形態別に設定し、各世帯の生涯収入の可処分所得額(生涯賃金・退職金・年金の

計）、新しい生活費概念に基づき家庭内労働の経済的評価を加えた生涯収入、モデル世帯

の条件設定に応じ『全国消費実態調査』データを組み合わせた生涯支出額を算定した。

３、結果　本研究の結果、妻の就労形態別にみた生涯収入の格差は、大卒の場合で妻専業

主婦世帯と妻常勤世帯が2.2億円、高卒の場合で専業主婦世帯と妻常勤世帯が1.3億円とな

った。また、高卒・妻パート世帯では妻の収入を足しても大卒・妻専業主婦世帯より２千

万余りも生涯収入が少なかった。この結果、生涯収支のゆとりは妻の就労形態と学歴によ

って大きく異なり、住宅の取得や子どもめ教育、自己実現の費用に影響を与える結果とな

った。
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